
◆先行事例（都道府県、市町村）での評価に関する基本的な考え方（基本方針等）の比較一覧

設置団体名

法人名（病院数
名称

上記規定の構成 １ 基本方針 １ 評価の趣旨 １ 目的
（項目名） ２ 評価方法 ２ 評価の基本的な考え方 ２ 基本的な考え方

３ 評価結果の活用 ３ 評価方法 ３ 評価方法

４ 評価の進め方 ４ 評価の具体的な実施方法 ４ その他

５ 目標・計画を策定する際の留意点

意見交換及び知事への意見
６ その他

基本方針 (1) 法人の組織・業務運営等に関して改善すべき 評価の趣旨 目的

点を明らかにすることにより、法人運営の質 (1) 各事業年度に係る業務の実績に関する評価 評価委員会が行う評価は、機構の業務運営の

的向上に資することを目的に評価を行う。 （以下「事業年度評価」という。） 改善を促し、もって、機構の業務の質の向上、

(2) 府民への説明責任を果たす観点から、評価を 各事業年度において、中期計画に定められた 業務運営の効率化、透明性の確保に資すること

通して、中期目標及び中期計画の達成状況や 各項目の実施状況の調査・分析結果を踏まえ 等を目的とする。

実施状況を分かりやすく示す。 、業務全体について総合的な評価を行うこと

(3) 中期目標、中期計画について、一層適切なも により、法人が行う業務運営の改善・充実に

のとなるよう必要に応じて見直しを求める。 資する。

(4) 法人を取り巻く環境の変化等を踏まえ、必要 (2) 中期目標に係る業務の実績に関する評価

に応じて評価の方法を見直す。 （以下「中期目標期間評価」という。）

中期目標期間終了後において、中期目標に掲げ

た各項目の達成状況の調査・分析結果を踏ま

え、業務全体について総合的な評価を行うこ

とにより、法人が行う業務運営の改善・充実

に資する。

評価方法 評価は、各事業年度終了後に「年度評価」、中 （１） 事業年度評価 ３ 評価方法

期目標期間終了後に「中期目標期間評価」を実施する ① 年度計画に係る業務の実績を客観的に把握し、 評価委員会は、地方独立行政法人法に基づき、

ものとし、「項目別評価」と「全体評価」により その実施状況を明らかにする。 各事業年度に係る業務の実績に関する評価（以下

行う。 ② 年度計画の実施状況等を踏まえ、法人の事業 「年度評価」という｡）及び中期目標に係る業務の実

（１）年度評価 活動、業務運営等多面的な観点から法人全体 績に関する評価（以下「中期目標期間評価」と

中期計画及びそれに基づく年度計画に記載さ を評価し、法人の業務のあり方、改善すべき いう｡）を行う。

れている小項目、大項目及び全体について評価 点等を明らかにする。 

を行う。 ③ 必要に応じ、中期目標、中期計画について、 (1) 年度評価

① 項目別評価（小項目評価） 一層適切なものとなるよう、見直し、修正を ア 年度評価は、機構から提出された各事業年

法人が自己評価・自己点検を行い、これを 求める。 度に係る業務の実績に関する報告書を基に、

もとに評価委員会において、検証・評価また （２） 中期目標期間評価 事業年度における中期計画の実施状況の調査

は進捗状況の確認を行う。法人の自己評価及 ① 中期目標、中期計画に係る業務の実績を客観 及び分析をし、業務の実績の全体について総

び評価委員会における評価は、Ⅰ～Ⅴの５段階 的に把握し、その達成状況を明らかにする。 合的な評定をして行うものとする。 

で行う。 ② 中期目標の達成状況等を踏まえ、法人の事業 イ 次年度の計画に反映させるため、年度途中

② 項目別評価（大項目評価） 活動、業務運営等多面的な観点から法人全体 で暫定評価を行う

小項目評価の結果及び特記事項の記載をも を評価し、法人の業務のあり方、改善すべき ウ 評価の詳細については、別途定めるものと

とにＳ・Ａ～Ｄの５段階による評価を行う。 点等を明らかにする。 する。 

③ 全体評価 ③ 必要に応じ、中期目標、中期計画について、 (2) 中期目標期間評価

項目別評価の結果を踏まえ、中期計画の進 一層適切なものとなるよう、見直し、修正を ア 中期目標期間評価は、機構から提出された

捗状況全体について記述式により総合的な評 求める。 当該中期目標に係る事業報告書を基に、当該

価を行う。 ３ 評価方法 中期目標期間における中期目標の達成状況を

調査及び分析することにより、中 期目標期間

（２）中期目標期間評価 中の業務実績全体について総合的な評定をし

中期目標に記載されている大項目及び全体に て行うものとする。

ついて評価を行う。 イ 次期中期目標に反映させるため、期間途中

① 項目別評価（大項目評価） で暫定評価を行う

各事業年度の評価結果を踏まえつつ、当該 ウ 評価の詳細については別途定めるものとす

期間における中期目標の達成状況を調査分析 （１） 事業年度評価 る。

し、その結果を考慮して、次のとおりＳ・Ａ～Ｄの (ｲ) 項目別評価

５段階による評価を行う。 ① 評価に当たっては、業務の実施状況と業績の

Ｓ：特筆すべき達成状況 内容を総合的に勘案して行う。

Ａ：目標どおり達成 ② 年度計画の各項目ごとに次の５段階で評価を

Ｂ：おおむね目標どおり達成 行う。

Ｃ：目標を十分には達成できていない Ｓ：特に優れた実績を上げている。

Ｄ：目標をまったく達成できていない Ａ：年度計画どおり実施している。

② 全体評価 Ｂ：概ね年度計画どおり実施している。

項目別評価の結果を踏まえ、当該中期目標 Ｃ：年度計画を十分には実施できていない。

期間における業務実績全体について、記述式 Ｄ：業務の大幅な改善が必要である。

により総合的な評価を行う。 ③ 評価結果の説明に併せ、必要に応じ特筆すべ

③ 公立大学法人の評価 き事項を記述する。

公立大学法人の中期目標期間評価に当たっ (ﾛ) 全体評価

ては、認証評価機関の評価結果を踏まえる。 ① 項目別評価の結果等を踏まえ、事業の実施状

況、財務状況、法人のマネジメントの観点か

ら法人の活動全体について定性的に評価する。

資料６

法人の評価は、「項目別評価」と「全体評
価」により行うこととし、事業年度評価において
は中期計画に定められた各項目の毎事業年度にお
ける業務の実施状況を、中期目標期間評価におい
ては中期目標及び中期計画に定められた各項目に
ついての達成状況を、それぞれ評価するとともに
（項目別評価）、項目別評価の結果を踏まえ、法
人の全体的な評価（全体評価）を行う。

大阪府 秋田県 静岡県

大阪府立病院機構（５） 秋田県立病院機構（２） 静岡県立病院機構（３）

大阪府地方独立行政法人の評価の基本的な考え方
について

秋田県地方独立行政法人の業務実績に係る評価基
本方針

地方独立行政法人静岡県立病院機構の評価に係る
基本方針

５ 中期目標・中期計画に関する法人との
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設置団体名 大阪府 秋田県 静岡県

評価方法の （２） 中期目標期間評価

つづき (ｲ) 項目別評価

① 評価に当たっては、業務の達成状況と業績の

内容を総合的に勘案して行う。

② 中期計画に定められた各項目ごとの達成状況

を踏まえ、中期目標の各項目ごとにその達成

状況について次の５段階で評価を行う。

Ｓ：特に優れた実績を上げている。

Ａ：中期目標を達成している。

Ｂ：中期目標を概ね達成している。

Ｃ：中期目標を十分には達成できていない。

Ｄ：業務の大幅な改善が必要である。

③ 評価結果の説明に併せ、必要に応じ特筆すべ

き事項を記述する。

(ﾛ) 全体評価

① 項目別評価の結果等を踏まえ、業務の達成

状況、財務状況、法人のマネジメントの観点

から、法人の活動全体について定性的に評

    価する。 

② 法人の組織、業務等のあり方について、法

人設立時及び中期目標設定時の理念を基礎と

しつつ、法人を取り巻く諸事情も勘案し、業

務の必要性等の観点から総括する。

評価結果の活用 ３ 評価結果の活用 

(1)法人は、評価結果を踏まえて、組織や業務運

営等の改善に取り組む。 

(2)法人の業務継続の必要性及び組織のあり方等

に関する検討、次期中期目標及び次期中期計

画の策定の際には、中期目標期間の各年度の

評価結果を活用する。 

(3)次期中期目標及び次期中期計画の策定に関し

て、評価委員会が意見を述べる際には、中期

目標期間の各年度の評価結果を踏まえる。

その他 ５ 目標・計画を策定する際の留意点 ５ 中期目標・中期計画に関する法人との意見交 ４ その他

目標・計画を策定する際、その達成状況を客 換及び知事への意見 評価委員会は、評価を行うにあたり、評価の

観的に測定することができるよう、数値目標を 評価委員会は、中期目標期間の終了年度にお 正確性や信頼性を確保するために、客観的かつ

設定することを基本とする。 いて中期計画の達成見込み等について法人との 中立公正に行うように努める。

数値目標の設定が困難な場合は、達成状況が 間で意見交換を行い、中期目標期間の終了時に

明らかになるように目標設定を工夫するものと おいて知事が行う組織及び業務全般にわたる検

する。 討に資するため知事へ意見を申し述べる。

併せて、評価委員会は、法人との意見交換を

踏まえ、知事及び法人に対し当期の中期目標・

中期計画の達成及び次期の中期目標・中期計画

に関する意見を申し述べる。

① 各法人は 中期目標期間の終了年度の前年度

の３月末までに、中期計画の達成見込み等に

係る資料を評価委員会に提出する。

② 評価委員会は 中期目標期間の終了年度開始

後速やかに、中期計画の達成見込み等につい

て法人との間で意見交換を行う

６ その他

(1)評価結果の決定に際し、評価の透明性 ・

正確性を確保するために、法人に意見の申立

ての機会を与えることとし、法人に対して個

別の評価ごとに申し立ての期限を通知する。

(2)個別の評価基準については別に定めるもの

とする。

(3)本基本方針については、事業年度評価及び

中期目標期間評価の実施結果を踏まえ、必要

に応じ、評価委員会の協議により見直すこと

ができるものとする。
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◆先行事例

設置団体名

法人名（病院数
名称

上記規定の構成

（項目名）

基本方針

評価方法

１ 評価の基本方針 １ 評価の基本方針 １ 評価の基本方針

２ 評価の種類 ２ 評価の種別 ２ 評価の種別

３ 評価の方法 ３ 評価基準 ３ 評価の方法

４ 評価の進め方 ４ その他 ４ 評価の進め方

５ その他 ５ 評価結果の活用

６ その他

(1) 評価の目的は、法人の業務の質の向上や業 (1) 中期目標の達成に向けて、法人の中期計画 (1) 評価は、法人の業務の実績の全体について多面

務運営の改善及び効率化に資することとする。 の事業の進捗状況を評定する。 的な観点から調査・分析を行い、評価すべき点や

(2) 評価の結果は、県民に分かりやすく中期目 (2)県民への説明責任の観点から、評価を通じて 改善すべき点等を明らかにすることにより、法人

標の達成に向けた法人の取組状況や達成状況 、中期目標の達成状況や業務の実施状況を分 の業務の質の向上並びに法人の組織及び業務運営

を示すこととする。 かりやすく示す。 の改善及び効率化に資することを目的とする。

(3) 評価に当たっては、業務の質の向上等の特 (3)法人の組織・業務運営等に関して改善すべき (2) 法人化を契機とした特色ある取組や、法人の業

色ある取り組みや様々な工夫を特に積極的に 点を明らかにすることにより、法人運営の質 務運営を円滑に進めるための工夫などを積極的に

評価することとする。 的向上に資する。 評価する。

(4) 評価の方法は、法人を取り巻く環境の変化 (3) 評価を通じて法人の業務運営の状況を分かりや

などを踏まえ、必要に応じて見直しを行うこ すく示すことにより、法人の業務の透明性を確保

ととする。 し、県民への説明責任を果たす。

(5) 法人の業務運営のあり方が、一層適切なも (4) 法人への業務の実績に関するヒアリングの実施

のとなるよう、必要に応じて計画等の見直し や評価結果の原案に対する意見の申出の機会の付

について意見を提出することとする。 与などにより、評価の公平性、透明性及び正確性

を確保する。

(5) 公立大学法人の評価に当たっては、教育研究の

特性に配慮する。

２．評価の種類 ２ 評価の種別 ２ 評価の種別

(1)各事業年度に係る業務の実績に関する評価 評価は、各事業年度終了後に「年度評価」を、 評価委員会においては、次の２つの評価を行う。

（以下 「年度評価」という。） 中期目標期間終了後に「中期目標期間評価」を (1) 各事業年度における業務の実績に関する評価

実施する。 （以下「事業年度評価」という。）

(1)年度評価 各事業年度における中期計画の実施状況を調

地方独立行政法人法（以下「法」という。） 査・分析し、その結果を踏まえて当該事業年度

第28条に基づき、当該事業年度における中期計 における業務の実績の全体について総合的な評

画の実施状況の調査及び分析をし、その結果を 定をして評価を行う。

(2)中期目標に係る業務の実績に関する評価 考慮して当該事業年度における業務の実績の全 (2) 中期目標の期間における業務の実績に関する

（以下 「中期目標期間評価」という。） 体について総合的な評価をして行う評価 評価（以下「中期目標期間評価」という。）

(2)中期目標期間評価 中期目標の期間における中期目標の達成状況

法第30条に基づき、当該中期目標の期間にお を調査・分析し、その結果を踏まえて当該中期

ける中期目標の達成状況の調査及び分析をし、 目標の期間における業務の実績の全体について

その結果を考慮して当該中期目標の期間におけ 総合的な評定をして評価を行う。

る業務の実績の全体について総合的な評定をし

て行う評価 ３ 評価の方法

３．評価の方法 評価は、「項目別評価」と「全体評価」により行

(1) 評価は、各事業年度終了時に実施する「年 ３ 評価基準 うものとする。

   度評価」と中期目標期間終了時及び中期目標 (1)年度評価 (1)項目別評価

   期間中途に実施する「中期目標期間評価」と 評価は、当該事業年度における中期計画の実 事業年度評価においては中期計画に定められ

も、それぞれ「項目別評価」と「全体評価」 施状況について調査及び分析をし、業務の実績 た各項目の当該事業年度における実施状況を、

により行う。 の全体について検証のうえ、「項目別評価」及 中期目標期間評価においては中期目標及び中期

(2) 「項目別評価」は、年度計画及び中期計画 び「全体評価」により行う。 計画に定められた各項目の達成状況を評価する

   の項目ごとに、法人が自己評価を行い、これ ア 項目別評価（小項目評価） (2)全体評価

をもとに評価委員会が評価を行う。「項目別 評価委員会は、中期計画及びそれに基づく年 項目別評価の結果を踏まえ、法人の業務の実

  評価」はＳ・Ａ ～Ｄの５段階で評価を行う。 度計画の項目（小項目）ごとに、法人が提出す 績の全体について総合的な評定を行う。

(3) 「全体評価」は、項目別評価の結果等を踏 る自己評価を付した各事業年度の業務実績に関

  まえつつ、中期計画の全体的な進捗状況、中 する報告書を基に、業務実績の検証を踏まえ、

期目標の全体的な達成状況について総合的に 評価を行う。 ４ 評価の進め方

評価する。 イ 項目別評価（大項目評価） (1)報告書の提出

(4) 「年度評価」及び「中期目標期間評価」に 評価委員会は、中期計画及びそれに基づく年 法人は、岐阜県地方独立行政法人法施行細則

係る評価基準等は 別に定める 度計画の項目（大項目）について、小項目評価 （平成22 年岐阜県規則第47 号）第６条及び第

の結果及び業務実績に関する報告書を基に、業 ８条の規定に基づき、各事業年度及び中期目標

４．評価の進め方 務実績の検証を踏まえ、評価を行う。 期間の終了後３か月以内に、当該期間における

(1)報告書の提出 ウ 全体評価 業務の実績を明らかにした報告書を評価委員会

法人は、各事業年度及び中期目標期間終了後 評価委員会は、項目別評価の結果及び業務実 に提出する。

３ヶ月以内に、自己評価を含む当該期間におけ 績の検証を踏まえ、中期計画の進捗状況につい (2)評価の実施

る業務の実績を明らかにした報告書を評価委員 て、総合的に評価を行う。また 必要がある場 評価委員会は、提出された報告書及び法人へ

会に提出する。 合は、業務の改善その他の勧告を行う。 のヒアリングの実施等により業務の実績を調査

(2)評価の実施 ・分析し、その結果を踏まえて評価を行う。

評価委員会は、提出された報告書をもとに、 (2)中期目標期間評価 (3)意見の申出の機会の付与

法人からのヒアリング等を踏まえて業務実績の 評価は、当該中期目標の期間における中期目 評価委員会は、評価結果の決定に当たり、法

調査及び分析を行い、総合的な評価を行う。 標の達成状況について調査及び分析をし、業務 人に対し、評価結果の原案に対する意見を申し

の実績の全体について検証のうえ、「項目別評 出る機会を付与する。

山梨県 神奈川県 岐阜県

山梨県立病院機構（２） 神奈川県立病院機構（６） 岐阜県立総合医療センター（１）

神奈川県地方独立行政法人の評価の基本的な考え
方について

岐阜県地方独立行政法人の評価の基本的な考え方に
ついて

中期目標期間評価は、中期目標期間における
中期目標の達成状況の調査及び分析を行い、
並びにこれらの調査及び分析の結果を考慮し
て、業務の実績の全体について総合的な評価
を行う。なお、中期目標の達成状況を目標期
間中途で確認し、その進捗を促すとともに、
達成状況を次期中期目標に反映させるため、
３年経過時点で暫定的な評価を行う。

年度評価は、各事業年度における中期計画の
実施状況の調査及び分析を行い、並びにこれ
らの調査及び分析の結果を考慮して、業務の
実績の全体について総合的な評価を行う。な
お、各事業年度の半期時点において、年度計
画の進捗や収支の状況を把握し、年度計画の
達成状況を確認する。

地方独立行政法人山梨県立病院機構に係る評価の
基本的な考え方
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設置団体名

評価方法の

つづき

評価結果の活用

その他

山梨県 神奈川県 岐阜県

(3)意見申立て機会の付与 価」及び「全体評価」により行う。

評価委員会は、評価結果の決定に当たり、法 ア 項目別評価

人に対し評価結果（ 案） に対する意見申立て 中期目標の達成状況・成果を中期目標及びそ

機会を付与する。 れに基づく中期計画の項目ごとに、法人が自己

(4)評価結果の公表 評価を行う。

評価委員会は、評価結果を確定した際には、 評価委員会は、法人が提出する自己評価を付

結果を法人に通知し、知事に報告するとともに、 した中期目標期間における業務実績に関する報

県ホームページにおいて公表する。 告書を基に、業務実績の検証を踏まえる。

イ 全体評価

評価委員会は、項目別評価の結果及び業務実

績の検証を踏まえ、中期目標の達成状況と業務

実績全体について、総合的に評価を行う。また

、必要がある場合は、業務の改善その他の勧告

を行う

５ 評価結果の活用

(1) 法人は、評価の結果を踏まえ、法人の組織及

び業務運営の改善に取り組むものとする。

(2) 中期目標の期間の終了前において知事が次期

の中期目標の策定及び次期の中期計画の認可を

するに当たって、評価委員会が法第２５条第３

項及び法第２６条第３項の規定による意見を述

べる際には、当該中期目標の期間の各事業年度

の事業年度評価の結果並びにその後の中期目標

及び中期計画の達成の見込み等を踏まえるもの

とする。

(3) 中期目標の期間の終了時において知事が法第

31条第１項の規定に基づき法人の業務の継続の

必要性 組織の在り方その他その組織及び業務

の全般にわたる検討を行うに当たって、評価委

員会が同条第２項の規定による意見を述べる際

には 当該中期目標の期間の各事業年度の事業

年度評価の結果並びにその後の中期目標及び中

期計画の達成の見込み等を踏まえるものとする

５．その他 ４ その他

この「基本的な考え方」については、評価委 この基本方針に定めるもののほか、評価の実 ６ その他

員会で協議し、改正することができる。 施に関して必要な事項は、評価委員会が別に定 (1) 評価の実施に当たっては、評価に係る作業が

める。 法人にとって過重な負担とならないよう配慮す

るものとする。

(2) 評価委員会は、この「基本的な考え方」に定

めるもののほか、事業年度評価及び中期目標期

間評価のそれぞれについて、法人の業務の分野

ごとに、評価の実施に関する要領を定めるもの

とする。

(3) この「基本的な考え方」は、必要に応じ、評

価委員会の決定により改正することができるも

のとする。
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◆先行事例

設置団体名

法人名（病院数
名称

上記規定の構成

（項目名）

基本方針

評価方法

１ 評価委員会の基本方針 １ 基本方針 １ 評価の方針

２ 評価方法 ２ 評価方法 ２ 評価の方法

３ 評価結果の活用 ３ 評価結果の活用 ３ 評価結果の活用

４ その他 ４ 評価の進め方 ４ 評価の進め方

５ 目標・計画を策定する際の留意点

 (1) 中期目標・中期計画の進捗状況等を踏まえ、  (1) 評価は、中期目標・中期計画の達成状況等を (1) 評価は年度計画及び中期計画の実施状況を確

法人の業務運営等について多面的な観点から総 踏まえ、法人の業務運営等について多面的な観 認及び分析し，法人の業務，組織，決算等業務

合的に評価を行い、改善すべき点等を明らかに 点から総合的に評価を行い、評価を通じて法人 の実績の全体について総合的に判断して行う。

し、評価を通じた法人運営の質的向上に資する の継続的な質的向上に資するものとする (2)

ものとする。  (2) 評価を通じて、法人の中期目標・中期計画の

 (2) 中期目標・中期計画について、一層適切な 達成に向けた取組状況を市民に分かりやすく示

ものとなるよう、必要に応じて修正を求めるも すものとする。 (3) 年度計画及び中期計画を達成するために業務

のとする。  (3) 業務運営の改善や効率化等の特色ある取組み 運営の改善や効率化等の特色ある取組や様々

 (3) 評価を通じて、法人の中期目標・中期計画 や様々な工夫を積極的に評価するものとする。 な工夫を行った場合は積極的に評価し，単に実

の達成に向けた取り組み状況やその成果を分か  (4) 法人を取り巻く環境の変化等を踏まえ、必要 績数値にとらわれることのないものとする。

りやすく示し、県民への説明責任を果たすもの に応じて評価の方法を見直し・改善するものと (4)年度計画及び中期計画の達成に向けた取組状

とする。 する。 況や，法人に対し業務の運営の改善その他の

 (4) 定量的・定性的な評価とするため、法人に 勧告を行った場合はその内容を市民に分か

対して、業務実績報告書の作成に当たっては、 りやすく示すこととする。

できる限り客観的な情報・データを用いて具 (5) 評価の方法については，法人を取り巻く環

体的に記載するよう求めるものとする。 境変化などを踏まえ柔軟に対応するため，

 (5) 評価に関する作業が、法人の過重な負担と 必要に応じて見直しを行うこととする。

ならないよう留意するものとする。

２ 評価方法 ２ 評価方法 ２ 評価の方法

(1) 評価は、地方独立行政法人法第 28 条に定 評価は、各事業年度終了時に実施する「年度 評価は，各事業年度終了時に実施する「年度

める各事業年度に係る業務の実績に関する評 評価」と中期目標期間終了時に実施する「中期 評価」と，中期目標期間終了時に実施する「中

価（以下「年度評価」という。）及び第30 目標期間評価」とし、それぞれ「項目別評価」 期目標期間評価」とし，それぞれ「項目別評価

条に定める中期目標に係る事業の実績に関す と「全体評価」を併せて行うものとする。 」と「全体評価」により行うこととする。

る評価（以下「中期目標期間評価」という。） (1) 年度評価 (1) 年度評価

を実施する。また、年度評価又は中期目標期 ① 法人の自己評価・自己点検に基づき、中期計 中期計画及び年度計画に記載されている小

間評価を実施するため必要と判断した場合は、 画及びこれに基づく年度計画に記載されてい 項目，大項目及び全体について評価を行う。

年度又は中期目標期間の中途において 法人 る小項目、大項目及び全体について評価を行 評価に当たっては，法人が小項目について

に業務の全部又は一部の進捗状況の報告を求 う。 自己評価を行い，これに基づき評価委員会に

め 必要に応じて評価を行う （以下「中間 ② 年度評価に係る評価基準等の詳細について おいて確認及び分析し，項目別評価（小項目

評価」という。） は、別途定めるものとする。 及び大項目）を行い，項目別評価の結果を踏

(2) 評価は、法人の自己評価に基づいて行うこ (2) 中期目標期間評価 まえつつ，中期計画，年度計画の進捗状況全

とを基本とする。 ① 各年度評価の評価結果も踏まえつつ、中期目 体について総合的に評価する。年度評価に係

(3) 年度評価及び中期目標期間評価の方法は、 標に記載されている大項目及び全体について る評価の詳細については，別途実施要領を定

「項目別評価」と「全体評価」により行う。 評価を行う。 めるものとする。

ア 項目別評価 ② 中期目標期間評価に係る評価基準等の詳細に (2) 中期目標期間評価

中期目標・中期計画に定められた各項目ご ついては、別途定めるものとする。 中期目標に記載されている大項目及び全体

とに進捗状況又は達成状況を確認し、評価を について評価を行う。

行う。 ４ 評価の進め方 評価に当たっては，中期目標期間における

イ 全体評価 (1) 報告書の提出 中期目標の達成状況について，当該期間中の

項目別評価の結果を踏まえ、法人の中期目 法人は、各事業年度及び中期目標期間終了 年度評価の結果を踏まえつつ，評価委員会に

標・中期計画の進捗状況又は達成状況の全体 後３か月以内に、当該期間における業務の実 おいて確認及び分析し，項目別評価（大項目

について総合的に評価を行う。 績を明らかにした報告書を評価委員会に提出 ）を行う。さらに，項目別評価の結果を踏ま

(4) 年度評価及び中期目標期間評価の具体的な する。 え，当該中期目標期間における業務実績全体

方法については、別に実施要領で定める。 (2) 評価の実施 について総合的に評価する。

中間評価の具体的な方法については、その 評価委員会は、提出された報告書をもとに、 中期目標期間評価係る評価の詳細等につい

都度評価委員会で定める 法人からのヒアリング等を踏まえて業務実績 ては，別途実施要領を定めるものとする。

を調査分析し、総合的な評価を行う。

４ 評価の進め方

(3) 意見申立て機会の付与 (1) 業務実績報告書の提出

評価委員会は、評価結果の決定に当たり、 法人は，各事業年度及び中期目標期間終了

法人に対し評価結果(案)に対する意見申立て 後３か月以内に，当該期間における業務の実

の機会を付与する。 績を明らかにした業務実績報告書を評価委員

会に提出する。その際，各事業年度の業務実

績報告書においては，年度計画に記載されて

いる小項目について法人が行った自己評価を

あわせて記載する。

(2) 評価の実施

評価委員会は，提出された報告書をもとに，

法人からの意見聴取を踏まえて業務の実施状

況を確認及び分析し，総合的な評価を行う。

法人が中期目標を達成するために，評価を通じて
法人の業務運営の改善及び効率化が進められる
とともに，質的向上に資することを目的に評価を
行うこととする。

佐賀県 那覇市 神戸市

佐賀県立病院好生館（１） 那覇市立病院（１） 神戸市民病院機構（２）

地方独立行政法人那覇市立病院に対する評価の基
本方針

地方独立行政法人神戸市民病院機構の実績に関す
る評価の基本方針

地方独立行政法人佐賀県立病院好生館評価委員会
が実施する評価の基本的な考え方
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設置団体名

評価方法の

つづき

評価結果の活用

その他

佐賀県 那覇市 神戸市

(3) 意見申立て機会の付与

評価委員会は，評価結果の決定に当たり，

法人に対し評価結果（案）に対する意見申立

ての機会を付与する。

３ 評価結果の活用 ３ 評価結果の活用 ３ 評価結果の活用

(1) 評価結果の報告を受けた知事は、次期中期 (1) 法人は、評価結果を踏まえて、組織や業務 (1) 法人は，評価結果を踏まえて，組織や業務

目標に向けての法人の組織及び業務全般のあ 運営等の改善に取り組むものとする。 運営等の改善に取り組むものとする。

り方等について評価結果を活用する。 (2) 法人の業務継続の必要性及び組織のあり方 (2) 法人の業務継続の必要性及び組織のあり方

(2) 評価結果の通知を受けた法人は、法人の業 等に関する検討、次期中期目標及び次期中期 等に関する検討，次期中期目標の策定及び次

務改善及び役員の処遇に評価結果を活用する。 計画の策定の際には、中期目標期間の各年度 期中期計画の策定に関して 評価委員会が意

の評価結果を活用するものとする。 見を述べる際には，中期目標期間の各年度の

(3) 次期中期目標及び次期中期計画の策定に関 評価結果を踏まえるものとする。

して、評価委員会が意見を述べる際には、中

期目標期間の各年度の評価結果を踏まえるも

のとする。

４ その他 ５ 目標・計画を策定する際の留意点

この「基本的な考え方」については、必要に 法人において 目標・計画を策定する際は

応じ、評価委員会の協議を経て見直すことがで その達成状況を客観的に測定することができる

きるものとする。 よう 数値目標を設定することを基本とする

数値目標の設定が困難な場合は、達成状況が明

らかになるように目標設定を工夫するものとす

る。

6/8



◆先行事例

設置団体名

法人名（病院数
名称

上記規定の構成

（項目名）

基本方針

評価方法

１ 基本方針 第１ 基本方針 １ 評価の前提

２ 評価方法 第２ 評価方法 ２ 評価の基本方向

３ 評価結果の活用 第３ 評価結果の活用 ３ 評価の方法

第４ 評価の進め方 ４ 評価を受ける法人において留意すべき事項

第５ 目標・計画を策定する際の留意点 ５ その他

(1) 評価は，法人が中期目標を達成するために， (1) 評価は、中期目標・中期計画の達成状況等を 評価の基本方向

業務運営の改善及び効率化が進められること 踏まえ、法人の業務運営等について多面的な観 (1)各事業年度終了時には、中期目標の達成

及び法人の質的向上に資することを目的として 点から総合的に評価を行い、評価を通じて法人 て、中期計画に定めた項目ごとの各年度に

行うものとする。 の継続的な質的向上に資するものとする。 る具体的な実施状況を調査・分析し、当該

(2) 評価は，年度計画及び中期計画の実施状況 (2) 評価を通じて、法人の中期目標・中期計画の 年度の業務実績について評価する。また、

を確認及び分析し，法人の業務運営等について 達成に向けた取組み状況を市民に分かりやすく 目標期間終了時には、当該期間における中

総合的に判断して行うものとする。 示すものとする。 画等の実施状況の調査・分析を行い、達成

(3) 年度計画及び中期計画を実現するために，法 (3) 業務運営の改善や効率化等の特色ある取組み について総合的に評価する。

人として特色ある取組や様々 な工夫を行った場 や様々 な工夫を積極的に評価するものとする。 (2)教育研究の特性や法人の大学運営の自主

合は積極的に評価することとし，単に実績数 (4) 法人を取り巻く環境の変化等を踏まえ、必要 自律性に配慮しつつ、法人の組織・業務運

値にとらわれないものとする。 に応じて評価の方法を見直し・改善するもの について、改善すべき点を明らかにする。

(4) 評価方法については，法人を取り巻く環境変 とする。 、法人の業務達成に向けての意欲的な取り

化などを踏まえ，柔軟に対応するとともに，必要 を積極的に支援するなど、法人の継続的な

に応じて見直しを行うものとする。 向上に資する評価を行う。

(5) 評価結果を法人に通知する場合は，法人に対 (3)評価を通じて法人の業務運営状況をわか

し，意見申立ての機会を付与するものとする すく示し、県民への説明責任を果たす。

。 (4)評価に関する作業が法人の過重な負担と

ないように配慮する。

２ 評価方法 第２ 評価方法 ３ 評価の方法

(1) 法人からの報告書の提出 評価は、各事業年度終了時に実施する「年度 評価委員会は、法人による自己点検・評価

法人は，各事業年度及び中期目標期間終了 評価」と中期目標期間終了時に実施する「中期 とに、各事業年度における業務の実績に関す

後３月以内に，当該期間における業務の実績 目標期間評価」とし、それぞれ「項目別評価」 価（以下「年度評価」という。）と中期目標

を明らかにした報告書（以下「業務実績報告 と「全体評価」を併せて行うものとする。 における業務の実績評価（以下「中期目標期

書」という。）を評価委員会に提出する。そ １ 年度評価 価」という。）を行う。

の際，各事業年度の業務実績報告書において (1) 法人の自己評価・自己点検に基づき、中期 また、中期目標期間の中間点において、そ

は，年度計画に記載されている小項目などに 計画及びこれに基づく年度計画に記載されて 点における総括（以下「中間総括」という。

ついて法人が行った自己評価をあわせて記載 いる小項目、大項目及び全体について評価を 行い、当該期間までの中期計画の進捗状況の

する。 行う。 を行う。なお、この場合において、中期目標

(2) 評価の実施 (2) 年度評価に係る評価基準等の詳細について 期計画の見直しが必要と考えられる場合につ

評価委員会は，提出された業務実績報告書 は、別途定めるものとする。 は、法人の意見を踏まえつつ、その見直しに

をもとに，法人からの意見聴取等を踏まえて ２ 中期目標期間評価 ても検討し、必要な意見を述べるものとする

業務の実施状況を確認及び分析し，総合的な (1) 各年度評価の評価結果も踏まえつつ、中期

評価を行う。評価は，各事業年度終了時に実 目標に記載されている大項目及び全体につい (1) 年度評価

施する「年度評価」と，中期目標期間終了時 て評価を行う。 ① 法人の自己点検・評価に基づきながら、

に実施する「中期目標期間評価」とし，それ (2) 中期目標期間評価に係る評価基準等の詳細 目標の達成に向け、各事業年度における中

ぞれ「項目別評価」と「全体評価」により行 については、別途定めるものとする。 画等の実施状況を調査・分析し、その結果

うものとする。 まえ、各事業年度の業務実績全体について

① 年度評価 第４ 評価の進め方 的な評価を行う。

中期計画及び年度計画に記載されている小 １ 報告書の提出 ② 教育研究については、その特性への配慮

項目，大項目及び全体について評価を行う。 法人は、各事業年度及び中期目標期間終了後 原則として専門的な観点からの評価は行わ

評価に当たっては，小項目について病院ご ３か月以内に、当該期間における業務の実績を が、法人による自己点検を踏まえた上で、

との実績がわかるように工夫し，病院の自己 明らかにした報告書を評価委員会に提出する。 委員会において進捗状況を把握し、その確

点検に基づき法人としての自己評価を行い， 点検を行う。

これに基づき評価委員会において確認及び分 ２ 評価の実施 ③ 評価結果等を踏まえ、必要に応じて、業

析し，「項目別評価」（小項目及び大項目） 評価委員会は、提出された報告書をもとに、 営の改善その他について勧告する。

を行い，「項目別評価」の結果を踏まえつつ， 法人からのヒアリング等を踏まえて業務実績を ④ 具体的な実施方法については、別に実施

中期計画，年度計画の進捗状況全体について 調査分析し、総合的な評価を行う。 で定める。

総合的に評価を行う。

なお，「年度評価」に係る評価基準等の詳 ３ 意見申立て機会の付与 (2) 中期目標期間評価

細については，別途実施要領で定めるものと 評価委員会は、評価結果の決定に当たり、法 ① 法人の自己点検・評価に基づきながら、

する。 人に対し評価結果(案)に対する意見申立ての機 目標期間における中期目標の達成状況を調

② 中期目標期間評価 会を付与する。 分析し、その結果を踏まえ、中期目標期間

各「年度評価」の評価結果も踏まえつつ，中 務実績全体について総合的な評価を行う。

期計画に記載されている大項目及び全体につい ② 教育研究についての評価は、認証評価機

て評価を行う。評価に当たっては，当該期間に 評価を踏まえて行う。

おける中期目標の達成状況について，当該期間 ③ 評価結果を踏まえ、必要に応じて、業務

中の「年度評価」の結果を踏まえつつ，評価委 の改善その他について勧告する。

員会において確認及び分析し，「項目別評価」 ④ 具体的な実施方法については、年度評価

（大項目）を行う。さらに，「項目別評価」の 施状況を踏まえ、別に実施要領で定める。

結果を踏まえ，当該中期目標期間における業務

実績全体について総合的に評価する。 (3) 中間総括

なお，「中期目標期間評価」に係る評価基準 ① 中期目標の達成に向け、中期目標期間の

福岡市 大牟田市 三重県

大牟田市立病院（１） 公立大学法人三重県立看護大学福岡市立病院機構（２）

公立大学法人三重県立看護大学の業務実績に関
価基本方針

地方独立行政法人大牟田市立病院に対する評価の
基本方針

地方独立行政法人福岡市立病院機構 業務実績評価
の方針
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設置団体名

評価方法の

つづき

評価結果の活用

その他

福岡市 大牟田市 三重県

等の詳細については，別途実施要領で定めるも 点における中期目標の進捗状況を調査・分

のとする。 その結果を踏まえ、中期目標期間の上半期

時点の業務実績全体について総括する

② 具体的な実施方法については別に実施要

定める。

３ 評価結果の活用 第３ 評価結果の活用 

(1) 法人は，評価結果や勧告を受けて，法人と １ 法人は、評価結果を踏まえて、組織や業務

して取り組む事項を明確にし，改善に取り組 運営等の改善に取り組むものとする。 

むとともに，その状況を評価委員会に報告す ２ 法人の業務継続の必要性及び組織のあり方

る。 等に関する検討、次期中期目標及び次期中期

(2) 法人の業務継続の必要性及び組織のあり方 計画の策定の際には 中期目標期間の各年度

等に関する検討，次期中期目標の策定及び次 の評価結果を活用するものとする。 

期中期計画の作成に関して，評価委員会が意 ３ 次期中期目標及び次期中期計画の策定に関

見を述べる際には，中期目標期間の各年度の して、評価委員会が意見を述べる際には、中

評価結果を踏まえるものとする。 期目標期間の各年度の評価結果を踏まえるも

のとする。

第５ 目標・計画を策定する際の留意点 ４ 評価を受ける法人において留意すべき事項

法人において、目標・計画を策定する際は、 (1)評価委員会は法人から提出される業務実

その達成状況を客観的に測定することができる 書等をもとに評価を行うことから、中期計

よう、数値目標を設定することを基本とする。 の達成状況などについて、法人自ら説明責

数値目標の設定が困難な場合は、達成状況が明 果たすことを基本とすること。

らかになるように目標設定を工夫するものとす (2)法人は、達成状況を客観的にあらわすた

る。 できる限り数値目標等の指標を設定するこ

また、中期計画における達成状況ができ

り明らかになるように工夫すること。

(3)法人における自己点検・評価の視点と体

① 法人は、公立大学の利害関係者である学

大学に関心を持つ県民の視点に留意し、法

行う自己点検・評価に際して用いる指標や

評価結果及びその活用方法について、でき

りわかりやすく説明すること。

② 法人は自ら説明責任を果たすという観点

目標の達成にかかる組織内の責任の所在を

にし、理事長がリーダーシップを発揮でき

進体制を確立すること。

５ その他

本評価基本方針及び別に定める実施要領は

要に応じて、評価委員会に諮ったうえで見直

のとする。
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